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(54) Title: LIGHT-

(54) 発 明 の 名 称 ：平 板 配 置 用 受 光 パ ッケ ー ジ及 び 光 モ ジ - -ー ル

(57) Abstract: e purpose o f the present invention i s to
provide a light-receiving package for flat-plate mounting,
whereby the reception sensitivity of monitoring o f an op
tical signal can be made constant without increasing the
size o f a module. This light-receiving package for flat-
plate mounting i s provided with: a first subassembly ( 3 1)
i n which a photoreceptor (41) i s fixed to the front surface
o f a retaining holder (42), and the back surface o f the r e
taining holder (42) i s constituted of a flat surface that can
move along a plane parallel t o a light-receiving surface o f
the photoreceptor (41); and a second subassembly (32)
having a U-shaped concave holder (43) for retaining the
retaining holder (42), and a flat-plate base (44) disposed
on a substrate ( 11), the surface o f the flat-plate base (44)
that i s mounted on the substrate ( 11) being a flat surface
capable o f moving parallel t o the substrate surface, the
concave holder (43) and the flat-plate base (44) being
fixed, and at least one o f the surfaces of the concave hold
er (43) having a U - shape being a flat surface capable of
moving parallel t o the back surface o f the retaining holder
(42).

(57) 要約：
[続葉有 ]
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本 発 明 は 、 モ ジ ュ ー ル を 大 型 化 さ せ る こ と な く 、 光 信 号 の モ ニ タ 受 信 感 度 を 一 定 に す る こ と が 可 能 な

平 板 配 置 用 受 光 パ ッ ケ ー ジ の 提 供 を 目 的 と す る 。 本 願 発 明 の 平 板 配 置 用 受 光 パ ッ ケ ー ジ は 、 受 光 器 4
1 が 保 持 ホ ル ダ 4 2 の 正 面 に 固 定 さ れ 、 保 持 ホ ル ダ 4 2 の 裏 面 が 受 光 器 4 の 受 光 面 と 平 行 な 面 上 で 平

行 移 動 可 能 な 平 坦 面 に な っ て い る 第 1 の サ ブ ア セ ン ブ リ 3 と 、 保 持 ホ ル ダ 4 2 を 保 持 す る コ の 字 形 状

の 凹 型 ホ ル ダ 4 3 及 び 基 板 1 1 に 配 置 さ れ る 平 板 べ 一 ス 4 4 を 有 し 、 平 板 べ 一 ス 4 4 の う ち の 基 板 1 1
へ の 搭 載 面 が 基 板 面 と 平 行 に 移 動 可 能 な 平 坦 面 に な つ て お リ 、 凹 型 ホ ル ダ 4 3 と 平 板 ベ ー ス 4 4 と が 固
定 さ れ 、 凹 型 ホ ル ダ 4 3 の コ の 字 形 状 を 有 す る 面 の 少 な く と も 一 方 の 面 が 保 持 ホ ル ダ 4 2 の 裏 面 を 平 行

移 動 可 能 な 平 坦 面 と な っ て い る 第 2 の サ ブ ア セ ン ブ リ 3 2 と 、 を 備 え る 。



明 細 書

発明の名称 ：平板配置用受光パ ッケージ及び光モジュール

技術分野

[0001 ] 本発明は、モニタ P D ( P h o t o D i o d e ) を搭載する平板配置用受

光パ ッケージ及び光モジュールに関する。

背景技術

[0002] 従来のモニタ P D 1 0 2 は、 ファイバ付同軸型構造を しており、 これを図

6 のように光モジュール 1 0 1 の光 ファイバ 1 0 3 に光信号をタップ して融

着等で接続 して光信号の出力をモニタ していた （例えば、特許文献 1参照。

)

[0003] 図 7 は光モジュール 1 0 1 内部 にモニタ P D 1 0 2 を集積 した従来例であ

る （例えば、特許文献 2 参照。）。従来は、モニタ P D 1 0 2 はセラミック

などのキヤリァ上に P Dベアチップが搭載させた形態であった。

先行技術文献

特許文献

[0004] 特許文献 1 ：特開平 8 _ 2 5 8 2 号公報

特許文献2 ：特開 2 0 0 2 _ 3 5 7 7 4 3 号公報

発明の概要

発明が解決 しょうとする課題

[0005] 特許文献 1 の従来例は、光モジュールの光ファイバの途中にモニタ P D を

接続させているため、モジュール全体が大型化 して しまい、ボー ド実装時の

光ファィバの取 り回 しゃ収納が困難であつた。

[0006] 特許文献 2 の従来例は、 P Dベアチップが光モジュール内部に剥 き出 しに

なっているため、主の光信号のみな らず、光モジュール内部で発生 した迷光

成分まで受信 して しまい、安定 した光信号モニタを行なうことが困難であつ

た。更にモニタ P D は無調整で実装されていたため、受信感度がロッ ト及び

搭載精度に依存 してばらつ くという問題があった。



[0007] そこで、本発明は、モジュールを大型化させることなく、受信感度を一定

にすることが可能な平板配置用受光パッケージ及び光モジュールの提供を目

的とする。

課題を解決するための手段
[0008] 上記目的を達成するために、本願発明の平板配置用受光パッケージは、受

光器及び保持ホルダを有 し、前記受光器が前記保持ホルダの正面に固定され

、前記保持ホルダの裏面が前記受光器の受光面と平行な面上で平行移動可能

な平坦面になっている第 1 のサプアセンプリと、前記保持ホルダを保持する

コの字形状の凹型ホルダ及び基板に配置される平板べ一スを有 し、前記平板

ベースのうちの前記基板への搭載面が基板面と平行に移動可能な平坦面にな

つており、前記凹型ホルダの切り欠きのある辺を前記基板上方に向けて前記

凹型ホルダと前記平板べ一スとが固定され、前記凹型ホルダのコの字形状を

有する面の少なくとも一方の面が前記保持ホルダの前記裏面を平行移動可能

な平坦面となっている第 2 のサプアセンプリと、を備える。

[0009] 第 2 のサプアセンプリが平板ベースを備えることで、基板上の所望の位置

に受光器を設置することができる。第 2 のサプアセンプリが凹型ホルダを備

え、第 1 のサプアセンプリが保持ホルダを備えることで、受光器の受光面と

平行な面上で受光器を平行移動させ、モニタ P D の受光感度の適当な位置に

モニタ P D を固定することができる。これにより、モニタ P D の受信感度を

一定且つ安定にすることができる。 したがって、本願発明の平板配置用受光

パッケージは、モジュールを大型化させることなく、受信感度を一定にする

ことができる。

[001 0] 本願発明の光モジュールは、前記基板に搭載され、光ファイバからの光を

導波する導波型光学素子と、前記導波型光学素子を伝搬する光の一部が分離

されて前記導波型光学素子から出射されたモニタ光を受光する、本願発明の

平板配置用受光パッケージと、を備える。

本願発明の光モジュールは、本願発明の平板配置用受光パッケージを備え

るため、光モジュール内にモニタ P D を配置 しても、モニタ P D の受信感度



を一定にすることができる。 したがって、本願発明の光モジュールは、モジ

ユールを大型化させることなく、受信感度を一定にすることができる。

[001 1] 本願発明の光モジュールでは、前記導波型光学素子は、前記光ファイバに

接続されている端面に前記モニタ光を出射する出射窓を備え、前記平板配置

用受光パッケージの受光器は、前記モニタ光の入射窓を備え、前記出射窓と

前記入射窓が対峙 して配置されていてもよい。

本願発明の光モジュールは、導波型光学素子のうちの光ファイバに接続さ

れている端面に出射窓が配置されているため、入射窓に入射する迷光を少な

くすることができる。これにより、本願発明の光モジュールは、信号光を正

確にモニタリングすることができる。

[001 2] 本願発明の光モジュールでは、前記導波型光学素子は、 2 本の光ファイバ

と接続され、前記出射窓は、一方の光ファイバからの光の一部が分離された

モニタ光を出射 し、前記出射窓及び前記入射窓は、前記モニタ光を通過させ

かつ前記導波型光学素子内の迷光を遮断 してもよい。

本願発明の光モジュールは、信号光とローカル光が導波型光学素子に入射

された場合に、信号光のみをモニタ光として出射窓から取 り出すことができ

る。ここで、出射窓及び入射窓は、モニタ光を通過させかつ導波型光学素子

内の迷光を遮断するため、信号光を分離 したモニタ光のみをモニタ P D に入

射させることができる。これにより、本願発明の光モジュールは、信号光を

正確にモニタリングすることができる。

発明の効果

[001 3] 本発明によれば、モジュールを大型化させることなく、モニタ P D の受信

感度を一定且つ安定にすることが可能な平板配置用受光パッケージ及び光モ

ジユールを提供することができる。

図面の簡単な説明

[0014] [ 図1] 本実施形態に係る光モジュールの上面図を示す。

[ 図2] 本実施形態に係る光モジュールの A _ Α ' 断面図を示す。

[ 図3] 本実施形態に係る平板配置用受光パッケージの側面図である。



[ 図4 ] 本実施形態 に係 る平板配置用受光パ ッケージの背面 図であ る。

[ 図5] 本実施形態 に係 る受光器 の一例 を示 す。

[ 図6] 特 許 文献 1 のモニ タ P D の搭載例 を示 す。

[ 図7] 特 許 文献 2 のモニ タ P D の搭載例 を示 す。

発明を実施するための形態

[001 5] 添 付 の図面 を参照 して本発 明の実施形態 を説 明す る。以下 に説 明す る実施

形態 は本発 明の実施 の例 であ り、本発 明は、以下の実施形態 に制 限 され るも

のではない。 なお、本 明細書 及び図面 において符号 が同 じ構成要素 は、相互

に同一の もの を示 す もの とす る。

[001 6] 本 実施形態 に係 る光 モジ ュール は更な る通信 卜ラフ ィック増 大 に伴 う光位

相変調 すなわち D Q P S K 伝 送方式や D P _ Q P S K 伝 送方式 に対応 した集

積型受信 F E モジ ュール であ る。 これ らの伝送方式で使 用 され る P L C 受信

光 回路 は遅延干渉計 D L I ( D e l a y L i n e I n t e f e o

e t e r ) や D P O H ( D u a l P o l a r i z a t i o n O t i c

a I H y b i d ) と呼 ばれ、光信号 の位相状態 の差異 を光強度 の差異 に

変換 す るもので、 それ を強度差異 のみ検 出可能 な P D で受信 して復調 し、 P

D で復調 された電気信号 を電流 / 電圧変換 し増幅 して高周波電気信号 と して

出力す る高周波 ア ンプを集積 した光 モジ ュール であ る。

[001 7] 図 1 及び図 2 に、本実施形態 に係 る光 モジ ュール の一例 を示 す。 図 1 は本

実施形態 に係 る光 モジ ュール の上面 図であ り、 図 2 は本実施形態 に係 る光 モ

ジ ュール の側面 図であ る。本実施形態 に係 る光 モジ ュール は、基板 1 1 と、

光半導体パ ッケージ 1 2 と、導波路型光学素子 と しての P L C 受信光 回路 1

3 と、光学 レンズ 1 4 と、 レンズ保持 ホル ダ 1 7 と、平板配置用受光パ ッケ

—ジ 3 0 と、 を備 える。光半導体パ ッケージ 1 2 は復調 用の受信部 を備 え、

平板配置用受光パ ッケージ 3 0 はモニ タ P D を備 える。

[001 8] 光 フ ァイバ 1 6 か ら伝送 された光信号 は P L C 受信光 回路 1 3 に入射 され

る。 ？し〇受信光 回路 1 3 は、基板 1 1 に搭載 され、光 フ ァイバ 1 6 か らの

光 を導波 す る。 ？し〇受信光 回路 1 3 内部 では導波路 が分離 （T a p ) され



てお り、復調用の受信部 に向か う光信号 とモニタ P D に向か う光信号 に分離

され る。 モニタ P D に向か う光信号がモニタ光であ り、光 フ ァ イ ンく1 6 に接

続 されている端面 に配置 されている出射窓 3 4 か ら出射 され る。 P L C 出射

端 となる出射窓 3 4 は反射対策 のため斜め カ ツ 卜され、 A R板 が搭載 されて

いる。 これ によ りノイズ成分である反射 を抑制 することがで きる。

[001 9] モニタ P D 受信用の光信号すなわちモニタ光 は、 ファイバ入力部 3 3 脇 に

配置 されている出射窓 3 4 か ら出力 され、 出射窓 3 4 と対峙 して配置 されて

いる入射窓 5 3 か ら平板配置用受光パ ッケージ 3 0 中のモニタ P D に入射す

る。平板配置用受光パ ッケージ 3 0 のモニタ P D が入射窓 5 3 か ら入射 した

モニタ光 を受光 し、光感度 を得 る事 が出来 る。 ファイバ入力部 3 3 脇 にモニ

タ P D を搭載 することによ り P L C 基板 内で発生する散乱光 をモニタ P D が

受信 することを抑制 で きる。

[0020] 図 3 及び図 4 に、平板配置用受光パ ッケージ 3 0 の一例 を示す。 図 3 は本

実施形態 に係 る平板配置用受光パ ッケージの側面図であ り、 図 4 は本実施形

態 に係 る平板配置用受光パ ッケージの背面図である。本実施形態 に係 る平板

配置用受光パ ッケージ 3 0 は、第 1 のサ プアセ ンプ リ3 1 と、第 2 のサ プア

セ ン プ リ3 2 を備 える。第 1 のサ プアセ ン プ リ3 は、受光器 4 及び保持

ホル ダ 4 2 を備 える。第 2 のサ プアセ ンプ リ3 2 は、 コの字形状 の凹型ホル

ダ 4 3 と、平板状 の平板べ一ス 4 4 と、 を備 える。

[0021 ] 図 5 に、受光器 4 1 の一例 を示す。受光器 4 1 は、小型 C A N — P K G (

P a c k a g e ) に搭載 されたモニタ P D 5 1 を備 える。 モニタ P D 5 1 は

、平板べ一ス 5 4 、 キャップ 5 2 及び入射窓 5 3 か らなる小型 C A N — P K

G 内部 に搭載 され気密封止 されている。 そのため封止 されていない光 モジュ

—ル 内部 に搭載 しても安定 した動作 を行な うことが可能である。受光器 4

は光 モジュール 内部 で調芯が可能で、常 に安定 した受信感度 を得 る事 がで き

る。小型 C A N — P K G に レンズな どの間接部 品を搭載 してもよい。 また、

小型 C A N _ P K G の入射窓 5 3 や レンズの有効径 を制御 することによ り、

迷光 に対 し充分な クロス 卜一 クを確保 することがで きる。



[0022] モニタP D 5 が搭載されている小型C A N —P K Gの入射窓 5 3 はフラ

ッ卜ガラスであってもレンズであってもよい。入射窓 5 3 は所定の開口にな

つている。これはモジュール内部の迷光の入射や L o c a I 光の入射を抑制

することができる。これによりノイズ成分が抑制された受信感度を得る事が

できる。

[0023] 実装構造はまず受光器 4 を調芯用の保持ホルダ4 2 に固定 し、第 1 のサ

プアセンプリ3 を作る。保持ホルダ4 2 は F e _ N i _ C o などの金属材

料であることが望ましい。固定方法は接着剤、 レーザ溶接などを用いること

ができる。

[0024] 次に平板ベース4 4 の所定位置に凹型ホルダ4 3 を固定 し、第 2 のサプア

センプリ3 2 を作る。このとき、凹型ホルダ4 3 の切 り欠きのある辺を基板

1上方に向けて凹型ホルダ4 3 と平板べ一ス4 4 とが固定される。凹型ホ

ルダ4 3 は平板べ一ス4 4 上に接着剤などで固定される。凹型ホルダ4 3 は

F e - N ί _ C o などの金属材料であることが望ましい。平板べ一ス4 4 は

アルミナからなることが好ましい。

[0025] 第 2 のサプアセンプリ3 2 は第 1 のサプアセンプリ3 の保持用として基

板 1 1上の所定位置に接着剤などで固定される。平板べ一ス4 4 のうちの基

板 1 1への搭載面が基板面と平行に移動可能な平坦面になっており、基板 1

上の所定位置に配置可能になっている。

[0026] 次に入射窓 5 3 と対向する保持ホルダ4 2 の裏面 4 5 を光モジュール内部

にて第 2 のサプアセンプリ3 2 の凹型ホルダ4 3 の P L C側平坦面 4 6 に接

触させ、光学調芯を行なう。保持ホルダ4 2 の裏面 4 5 が凹型ホルダ4 3 の

コの字形状を有する面のうちの P L C 受信光回路 1 3 側に配置されるP L C

側平坦面 4 6 が平坦面になっているため、保持ホルダ4 2 の裏面 4 5 と凹型

ホルダ4 3 の P L C側平面 4 6 を摺 り合わせてモニタP D 5 1 の受光面と平

行な X y 平面内の光学調芯を行なうことができる。この面内で調芯を行ない

、所定の受信感度が得 られた位置でY A G レ一ザによるスポッ卜溶接を行な

し、、保持ホルダ4 2 と凹型ホルダ4 3 を固定することで第 1 のサプアセンプ



リ3 を第 2 のサプアセンプ リ3 2 に固定 し、基板 1 1 上に平板配置用受光

パ ッケージ 3 0 が搭載 される。 これにより、モニタ P D の受信感度 を一定に

することができる。

[0027] モニタ P D 5 が搭載 されている小型 C A N — P K G か ら出力されている

リー ド5 5 か らワイヤボンデ ィングにより光モジュール内部のセラミック端

子 1 9 に電気接続 を行なう。

[0028] なお、 P L C 受信光回路 1 3 が 2 本の光 ファイバ 1 6 と接続 されていても

よい。例えば、一方の光 ファイバ 1 6 が信号光を P L C 受信光回路 1 3 に入

射 し、他方の光 ファイバ 1 6 が口一カル光を P L C 受信光回路 1 3 に入射す

る。 この場合、 P L C 受信光回路 1 3 は、信号光の一部のみをモニタ光 と し

て分離 し、出射窓 3 4 か ら出射する。 このとき、 P L C 受信光回路 1 3 内に

口一カル光が分散 されるため、出射窓 3 4 か ら口一カル光の迷光が出射する

可能性がある。そこで、 P L C 受信光回路 1 3 で分離 されて出射窓 3 4 か ら

出射されたモニタ光の光軸上にス リッ トを設ける。例えば、出射窓 3 4 及び

入射窓 5 3 に、モニタ光を通過させかつ導波型光学素子内の迷光を遮断する

ス リッ 卜を備える。出射窓 3 4 及び入射窓 5 3 のス リッ 卜は、例えば、出射

窓 3 4 及び入射窓 5 3 の開口径 を小さ くすることで形成する。 これにより、

口一カル光の入射を低減 させ充分なクロス 卜一クを確保することができる。

[0029] 以上より本発明は受信感度 を一定且つ安定 した動作を行なうことができる

モニタ P D 内蔵受信 F E モジュールの提供が可能 となる。

産業上の利用可能性

[0030] 本発明は情報通信産業 に適用することができる。

符号の説明

[0031 ] ：基板

：光半導体パ ッケージ

1 3 ：P L C 受信光回路

1 4 ：光学 レンズ

6 ：光 ファイバ



：レンズ保持ホル ダ

：フランジ

：セラミック 耑子

：平板配置用受光パ ッケージ

：第 1 のサ プアセ ンプ リ

：第 2 のサ プアセ ンプ リ

：ファイバ入力部

：出射窓

：受光器

：保持ホル ダ

：凹型ホル ダ

：平板べ一ス

：保持ホル ダの裏面

：凹型ホル ダの P L C 側平坦面

：モニタ P D

：キャップ

：入射窓

：平板べ一ス

：リー ド

：光モジュール

：モニタ P D

：光 フ ァ イ ンく

：コネクタ

：L D



請求の範囲

受光器及び保持ホル ダを有 し、前記受光器が前記保持ホル ダの正面

に固定され、前記保持ホル ダの裏面が前記受光器の受光面 と平行な面

上で平行移動可能な平坦面 にな っている第 1 のサ プアセ ンプ リと、

前記保持ホル ダを保持するコの字形状の凹型ホル ダ及び基板 に配置

される平板べ一スを有 し、前記平板べ一スの うちの前記基板への搭載

面が基板面 と平行 に移動可能な平坦面 にな つてお り、前記凹型ホル ダ

の切 り欠 きのある辺 を前記基板上方 に向けて前記凹型ホル ダと前記平

板ベースとが固定され、前記凹型ホル ダのコの字形状 を有する面の少

な くとも一方の面が前記保持ホル ダの前記裏面 を平行移動可能な平坦

面 とな っている第 2 のサ プアセ ンプ リと、

を備 える平板配置用受光パ ッケージ。

前記基板 に搭載 され、光 ファイバか らの光 を導波する導波型光学素

子 と、

前記導波型光学素子を伝搬する光の一部が分離 されて前記導波型光

学素子か ら出射 されたモニタ光 を受光する、請求項 1 に記載の平板配

置用受光パ ッケージと、

を備 える光モジュール。

前記導波型光学素子は、前記光 ファイバ に接続 されている端面 に前

記モニタ光 を出射する出射窓を備 え、

前記平板配置用受光パ ッケージの受光器は、前記モニタ光の入射窓

を備 え、

前記出射窓 と前記入射窓が対峙 して配置 されていることを特徴 とす

る請求項 2 に記載の光モジュール。

前記導波型光学素子は、 2 本の光 ファイバ と接続 され、

前記出射窓は、一方の光 ファイバか らの光の一部が分離 されたモニ

タ光 を出射 し、

前記出射窓及び前記入射窓は、前記モニタ光 を通過 させかつ前記導



波型光学素子内の迷光 を遮断するス リッ 卜を備 えることを特徴 とする

請求項 3 に記載の光モジュール。



補正 され た請求の範囲
[201 3年 4月 11曰（1 1.04.201 3)国際事務局受理 ]

[請 求項 1 ] 受 光器 及 び保 持 ホル ダ を有 し、前 記 受 光器 が前 記保 持 ホ ル ダ の 正 面 に

固定 され 、前 記保 持 ホル ダの裏 面 が前 記 受 光器 の受 光 面 と平行 な面上 で

平行移 動 可能 な平坦面 にな ってい る第 1 のサ ブ ア セ ン ブ リ と、

前記保 持 ホル ダ を保 持 す る コの字 形 状 の 凹型 ホル ダ及 び基板 に配 置 さ

れ る平板ベ ー ス を有 し、前記 平板 ベ ー ス の うちの前記 基 板 へ の搭載 面 が

基板 面 と平行 に移 動 可能 な平坦 面 にな ってお り、前記 凹型 ホ ル ダ の 切 り

欠 きの あ る辺 を前記基板 上方 に向 けて前 記 凹型 ホ ル ダ と前記 平板ベ ー ス

とが 固定 され 、前記 凹型 ホル ダの コの字 形 状 を有す る面 の少 な く とも一

方 の面 が前記保 持 ホル ダの前記 裏 面 を平行 移 動 可能 な平 坦 面 とな って い

る第 2 の サ ブ ア セ ン ブ リ と、

を備 え る平板 配 置用受光パ ッケー ジ。

[請 求項 2 ] 前記 基 板 に搭 載 され 、光 フ ァイバ か らの光 を導波 す る導波型 光学 素子

と、

前記 導 波型 光学 素子 を伝 搬 す る光 の一 部 が 分離 され て前記 導波 型 光学

素子 か ら出射 され たモ ニ タ 光 を受 光 す る、請 求項 1 に記 載 の平板 配 置用

受光パ ッケー ジ と、

を備 える光 モ ジ ュ ー ル 。

[ 請 求項 3 ] 前記 導 波型 光学 素子 は、前 記 光 フ ァイ バ に接 続 され て い る端 面 に前記

モ ニ タ光 を出射す る出射 窓 を備 え、

前記 平板 配 置 用受 光パ ッケー ジ の 受 光器 は、前 記 モ ニ タ 光 の入 射 窓 を

備 え、

前記 出射 窓 と前記入 射 窓 が対 峙 して配 置 され て い る こ とを特徴 とす る

請 求項 2 に記載 の光モ ジ ュ ー ル 。

[請 求項 4] 前 記 導波型 光学素子 は、 2 本 の光 フ ァイバ と接 続 され 、

前記 出射 窓 は、一 方 の光 フ ァイバ か らの光 の一部 が分 離 され たモ ニ タ

補正 され た用紙 （条約第 19条 )



光 を出射 し、

前記 出射 窓及 び前記入射 窓 は、前記 モ ニ タ光 を通過 させ かつ前記 導波

型光学素子 内の迷光 を遮 断す るス リッ トを備 える こ とを特徴 とす る請 求

項 3 に記載 の光モ ジュール。

[請求項 5] (追加 ） 受光器 が保持 ホ ル ダ の 正 面 に固定 され 、前記保持 ホ ル ダ の 裏 面が前

記受光器 の受光面 と平行 な面上で平行移動 可能 な平坦面 になってい る

第 1 の サ ブア セ ン ブ リを作製す る とともに、前記保 持 ホル ダを保持す

るコの字形状 の凹型 ホ ル ダ及 び基板 に配置 され る平板べ一ス を有 し、

前記平板 ベ ー ス の うちの前記基板へ の搭載 面が基板面 と平行 に移動可

能 な平坦面 になってお り、前記 凹型 ホル ダの コの字形状 を有す る面 の

少 な くとも一方 の面が前記保持 ホ ル ダ の 前記裏 面 を平行移動 可能 な平

坦面 となってい る第 2 のサ ブァセ ンブ リを作製す る手順 と、

前記第 2 のサ ブアセ ンブ リを基板上 に固定す る手順 と、

前記第 1 のサブアセ ンブ リの前記保持 ホル ダの前記裏 面 を前記第 2

のサブア セ ン ブ リの 前記 凹型 ホル ダの前記一方 の面 に接 触 させ て光学

調芯 を行 な う手順 と、

前記光学調芯 を行 な う手順 にお いて所 定 の受信感 度 が得 られ た位 置

でスポ ッ ト溶接 を行 ない、前記保持 ホル ダ と前記 凹型 ホル ダ を固定す

る手順 と、

を順 に有す る平板配置用受光パ ッケー ジの製造方 法。

補正 された用紙 （条約第 19条 )



条約第 19条 （1 ) に基 づ く説 明

請求項 5 は、平板配置用受光パ ッケージの製造方法です。

本発明の凹型ホルダは、コの字形状を用いて何かを挟持するのではなく、受光器の裏側

の リー ドを配置するために用い られています。

このように、本発明は、引用発明と構成が異なるため、新規'!« ぴ進歩性を有 します。
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